
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 島根県

経常収支比率の分析
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

人件費 118,680,945 164,109 145,379 12.9
賃金（物件費） 514,491 711 564 26.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 762,013 1,054 815 29.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） 30,352 42 5 740.0
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 76,743 106 93 14.0
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 3,345,964 4,627 3,178 45.6
▲退職金 ▲ 11,327,418 ▲ 15,663 ▲ 13,603 15.1
合計 112,083,090 154,986 136,431 13.6

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 島根県

人口1人当たり決算額
(円)

140,000

150,000

160,000

当該団体値

グループ内平均値

グループ内最大値

グ プ内最小値

154,986

136,431

154,986

参考
当該団体 グループ内平均 対比（差引）

人口100,000人当たり職員数（人） 1,807.98 1,547.95 260.03
ラスパイレス指数 93.2 97.8 ▲ 4.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

90,116,767 124,611 80,765 54.3

積立不足額を考慮して算定した額 - - 100 -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

2,728,017 3,772 1,264 198.4

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 島根県

人口1人当たり決算額
(円)

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

当該団体値

グループ内平均値

グループ内最大値

グループ内最小値

125,226

154,986

136,431

154,986

人口1人当たり決算額
(円)

50,000

60,000

当該団体値

50,192
50,192

（年度割相当額）
公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 2,560,539 3,541 1,816 95.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

541,772 749 789 ▲ 5.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

1,696,720 2,346 1,825 28.5

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

127 0 49 ▲ 100.0

▲特定財源の額 ▲ 1,715,406 ▲ 2,372 ▲ 3,216 ▲ 26.2
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 59,630,426 ▲ 82,456 ▲ 48,648 69.5

合計 36,298,110 50,192 34,745 44.5

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 島根県

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移

(%)
25.0

人口1人当たり決算額
(円)

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

当該団体値

グループ内平均値

グループ内最大値

グループ内最小値

125,226

154,986

136,431

154,986

人口1人当たり決算額
(円)

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

当該団体値

グループ内平均値

グループ内最大値

グループ内最小値
24,999

50,192

34,745

50,192

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 島根県

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移

(%)

実質公債費比率
起債制限比率

10.0

15.0

20.0

25.0

15.9

H21

16.6

H20

16.3

H19

16.5

H18

16.6

H17

17.3
17.917.818.117.9

人口1人当たり決算額
(円)

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

当該団体値

グループ内平均値

グループ内最大値

グループ内最小値

125,226

154,986

136,431

154,986

人口1人当たり決算額
(円)

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

当該団体値

グループ内平均値

グループ内最大値

グループ内最小値
24,999

50,192

34,745

50,192



普通建設事業費の分析

普通建設事業費
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分析欄
○人件費

経常収支比率の人件費分は、本県独自の厳しい給与の特例減額や諸手当の見直しなどの取組により類似団体平均を下回っていますが、人件費

及びそれに準ずる費用の人口１人当たりの歳出決算額は、逆に類似団体平均を上回っています。

今後も、平成19年10月に策定した「財政健全化基本方針」に基づき、更なる取組を進めることとしています。

給与の特例減額については、平成15年度から実施していますが、平成20年４月以降、概ね10年後において収支均衡を達成するまでの間行うこ

ととしており、平成23年度までの減額率は「特別職：18～25％、一般職：6～10％」とし、その後は収支の状況等を勘案して対応します。

教員・警察官等を除いた一般行政部門を中心とする職員については、平成15年度から24年度までの10年間でその20％に相当する1000人の定員

削減（部門別・手法別・年度別に削減計画を明示）に取り組んでおり、事務事業の見直しによる業務量削減や組織の見直しにより、平成29年4月
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削減（部門別・手法別・年度別に削減計画を明示）に取り組んでおり、事務事業の見直しによる業務量削減や組織の見直しにより、平成29年4月

に向け、更に500人程度の追加削減を行うことを目標に計画を見直すこととしています。

○物件費

経常収支比率の物件費分は、平成17年度を除き類似団体平均を下回っています。特に、公の施設の管理運営に当たり、平成17年４月から他県

に先駆けて指定管理者制度を導入して競争に伴うコスト削減を図っており、今後も、社会経済情勢の変化等を踏まえ、公共性、広域性、代替性、

有用性、緊要性などの観点から、廃止・譲渡を含めた抜本的な見直しを行い、経費の削減を図ります。

○扶助費

経常収支比率の扶助費分は、類似団体平均を上回っています。平成17年度以降、比率が上昇しているのは、障がい者自立支援給付事業費の増

加などが主な要因です。

○公債費、普通建設事業費
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経常収支比率の公債費分、公債費及びそれに準ずる費用及び普通建設事業費の人口１人当たりの歳出決算額は、共に類似団体平均を上回って

います。

本県は、県土が東西に長く離島も存在することなどから、社会資本の整備が他県に比べて遅れており、その投資に多額の経費を必要とします。

このような中で、遅れている社会資本の整備や県勢の発展に資する戦略的プロジェクトの推進に積極的に取り組んできた結果、生活・社会基

盤の水準は相当程度向上してきました。しかしながら、このような地方債を財源とした積極的な公共投資により、類似県と比較してかなり高水

準の地方債残高となり、公債費が増大し、今後も高水準で推移することが見込まれます。

「財政健全化基本方針」では、平成23年度の公共事業費を平成19年度の概ね70％に削減（平成20年度においては、平成16年度比半減相当の事

業費）するなど、地方債については新規分の借入はできる限り抑制することとしています。

平成21年度に普通建設事業費の決算額が増加しているのは、国の経済対策に呼応した公共事業の増加などによるものです。

○補助費等
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